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5 2013（平成25年）

　手形に代わる新たな決済手段である電子記録債権を取り扱う
「でんさいネット」が、銀行をはじめ約500の金融機関が参加し、
この2月18日からサービスを開始しています。電子記録債権は、
従来の手形で問題とされていた発行コストや紛失リスクを解決す
るとともに、手形とは異なりいくらでも分割できるのが特徴です。

「でんさいネット」サービス

5月の税務と労務5月 （皐月）MAY
3日・憲法記念日
4日・みどりの日
5日・こどもの日
6日・振替休日
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国　税／ 4月分源泉所得税の納付
 5月10日

国　税／ 3月決算法人の確定申告
（法人税・消費税等） 5月31日

国　税／ 9月決算法人の中間申告
 5月31日

国　税／ 6月、9月、12月決算法人の消
費税等の中間申告

（年3回の場合） 5月31日
国　税／ 個人事業者の消費税等の中

間申告（年3回の場合） 5月31日

国　税／ 確定申告税額の延納届出に
よる延納税額の納付
 5月31日

国　税／ 特別農業所得者の承認申請
 5月15日

地方税／ 自動車税・鉱区税の納付
 都道府県の条例で定める日

ふじ



５月号─2

　

住
宅
の
引
渡
し
等
に
係
る
消
費
税

に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
引
渡
し

日
が
図
表
１
に
掲
げ
る
改
正
施
行
日

以
降
に
な
っ
た
場
合
に
は
、
新
税
率

が
適
用
さ
れ
ま
す
。

　

し
か
し
、
駆
け
込
み
需
要
や
そ
の

反
動
に
よ
る
影
響
を
考
慮
し
て
経
過

措
置
が
設
け
ら
れ
て
お
り
、
そ
れ
に

よ
り
消
費
税
負
担
が
大
き
く
変
わ
る

の
で
、
ポ
イ
ン
ト
を
整
理
し
ま
す
。

１　

図
解
に
よ
る
概
要
説
明

　

消
費
税
法
上
、
請
負
に
よ
る
資
産

の
譲
渡
等
の
時
期
は
、
原
則
と
し
て

相
手
方
に
引
き
渡
し
た
日
若
し
く
は

役
務
の
全
部
を
完
了
し
た
日
と
さ
れ

て
い
ま
す
。

　

し
か
し
、
経
過
措
置
と
し
て
、
指

定
日
（
平
成
二
十
五
年
十
月
一
日
）

の
前
日
、
つ
ま
り
平
成
二
十
五
年
九

月
三
十
日
ま
で
に
契
約
が
行
わ
れ
た

場
合
に
は
、
引
渡
し
が
施
行
日
（
平

成
二
十
六
年
四
月
一
日
）
以
降
に
な

っ
た
場
合
で
あ
っ
て
も
旧
税
率
の
五

％
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す

（
図
表
2
）。

　

ま
た
、
契
約
後
に
追
加
工
事
等
で

契
約
金
額
が
増
加
し
た
場
合
に
つ
い

て
は
、
全
体
が
新
税
率
の
適
用
を
受

け
る
わ
け
で
は
な
く
、
増
額
分
の
金

額
の
み
が
新
税
率
の
適
用
対
象
と
な

り
ま
す
。

　

な
お
、
こ
の
経
過
措
置
の
適
用
を

受
け
る
場
合
に
は
契
約
の
相
手
方
に

対
し
、
旧
税
率
の
適
用
を
受
け
た
こ

と
を「
書
面（
契
約
書
や
請
求
書
等
）」

で
通
知
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

２　

対
象
と
な
る
契
約

　

対
象
と
な
る
契
約
は
、
①
建
築
請

負
契
約
、
②
製
造
請
負
契
約
、
③
測

量
、
地
質
調
査
、
工
事
の
施
工
に
関

す
る
調
査
、
企
画
・
立
案
及
び
監
理

並
び
に
設
計
、
④
映
画
の
制
作
、
⑤

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
の
開
発
、
⑥
そ
の
他

の
請
負
に
係
る
契
約
で
す
。

　
「
仕
事
の
完
成
に
長
時
間
を
要
し
、

か
つ
、
当
該
仕
事
の
目
的
物
の
引
渡

し
が
一
括
し
て
行
わ
れ
る
こ
と
と
さ

れ
て
い
る
も
の
で
、
契
約
に
係
る
仕

事
の
内
容
に
つ
き
相
手
方
の
注
文
が

付
さ
れ
て
い
る
も
の
」
と
さ
れ
て
い

る
の
で
、
対
象
は
建
築
契
約
に
限
り

ま
せ
ん
。

3　

リ
フ
ォ
ー
ム
・
修
繕
等

　

リ
フ
ォ
ー
ム
・
修
繕
・
改
修
工
事

等
も
対
象
と
な
り
ま
す
の
で
、
長
期

間
に
及
ぶ
よ
う
な
大
規
模
修
繕
等
は

早
め
に
計
画
を
立
て
契
約
し
て
お
く

こ
と
が
重
要
で
す
。

4　

マ
ン
シ
ョ
ン
購
入
時
の
留
意
点

　

分
譲
マ
ン
シ
ョ
ン
や
建
売
住
宅
の

購
入
自
体
は
、
単
な
る
資
産
の
譲
渡

と
し
て
経
過
措
置
の
適
用
は
受
け
ら

れ
ま
せ
ん
が
、建
物
の
内
装
・
外
装
、

設
備
工
事
等
が
あ
る
場
合
に
は
、
経

過
措
置
の
適
用
が
可
能
で
す
。

5　
住
宅
・
賃
貸
住
宅
建
築
の
留
意
点

　

事
業
者
に
と
っ
て
、
工
場
や
店
舗
・

事
務
所
等
の
建
築
の
場
合
、
消
費
税

が
上
が
っ
た
と
し
て
も
、
消
費
税
の

申
告
時
点
で
仕
入
税
額
控
除
と
し
て

税
額
か
ら
差
し
引
け
る
の
で
実
質
的

請
負
契
約
に
つ
い
て
の

　
消
費
税
の
経
過
措
置
の
ポ
イ
ン
ト



3─５月号

な
負
担
は
な
い
と
い
え
ま
す
。

　

し
か
し
、
住
宅
や
賃
貸
用
住
宅
の

建
築
に
つ
い
て
は
、
非
課
税
売
上
に

該
当
す
る
こ
と
か
ら
、
消
費
税
申
告

で
負
担
し
た
消
費
税
を
取
り
戻
す
こ

と
が
で
き
な
い
た
め
、
税
率
ア
ッ
プ

分
は
個
人
の
場
合
、
自
己
負
担
と
な

り
ま
す
。

　

そ
の
た
め
、
経
過
措
置
の
適
用
を

受
け
て
自
己
負
担
分
を
少
し
で
も
低

く
抑
え
る
こ
と
が
有
効
に
な
り
ま
す
。

６　

10
％
引
上
げ
時
に
も
経
過
措
置

　

経
過
措
置
は
、
八
％
引
上
げ
時
だ

け
で
な
く
一
〇
％
引
上
げ
時
に
も
適

用
さ
れ
ま
す
。

　

具
体
的
に
は
、
平
成
二
十
五
年
十

月
一
日
か
ら
二
十
七
年
四
月
一
日
の

前
日
（
つ
ま
り
三
月
三
十
一
日
）
ま

で
の
間
に
締
結
し
た
工
事
請
負
契
約

に
基
づ
き
二
十
七
年
十
月
一
日
以
後

に
そ
の
契
約
に
係
る
譲
渡
（
引
渡
し
）

が
行
わ
れ
る
場
合
に
は
、
八
％
の
税

率
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

　

適
用
の
考
え
方
は
、
図
表
２
で
示

さ
れ
た
請
負
契
約
と
引
渡
し
の
関
係

と
同
様
に
な
り
ま
す
。

図表1　消費税率の段階的な引上げ

現　行 平成26年4月1日〜 平成27年10月1日〜

税　率 5% 8% 10%

消費税 4% 6.3% 7.8%

地方
消費税 1% 1.7% 2.2%

※なお、増税予定時期の約半年前に、経済情勢を見極めて最終的に実施を判断すること
とされています。

図表 2　経過措置適用のスケジュール

H25.10.1
（指定日）

H26.4.1
（施行日）
8%

引渡しケース 2

引渡しが施行日前なので
5%が適用される。
（引渡しが伸びても 5%
が適用）

請負
契約

ケース 3 引渡しが施行日以後なの
で 8%が適用される。引渡し請負

契約

ケース 4

引渡しが施行日以後なの
で原則として 8%が適用
されるが、指定日前に請
負契約を締結しているた
め経過措置として 5％が
適用可能。

引渡し請負
契約

ケース 1 引渡しが施行日前なので
5%が適用される。引渡し請負

契約
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　土地の貸し借りが行われる場合に、借り
手は地主に対して地代を支払います。権利
金の支払が一般的となっている地域におい
ては、地代のほか権利金などの一時金を借
地権設定の対価として支払うのが通例で
す。しかし、親の土地に子供が家を建てた
ときに地代や権利金を支払うことは通常あ
りません。
　このように地代も権利金も支払うことな
く土地を借りることを土地の使用貸借とい
います。この使用貸借による土地を使用す
る権利の価額はゼロとして取り扱われてい
ますので、子供が借地権相当額の贈与を受
けたとして贈与税が課税されることはあり
ません。
　将来親から子供が相続する時に相続税の
対象となった際の相続税の計算におけるこ
の土地の価額は、貸宅地としての評価額で
なく自用地としての評価額になります。

　
駐
車
場
の
賃
貸
借
契
約
書
の
場
合

は
、
そ
の
内
容
が
土
地
の
賃
貸
借
で

あ
る
の
か
、
あ
る
い
は
駐
車
場
と
い

う
施
設
を
賃
貸
借
す
る
も
の
で
あ
る

の
か
に
よ
っ
て
、
印
紙
税
の
取
扱
い

が
異
な
っ
て
き
ま
す
。

①
　
駐
車
す
る
場
所
と
し
て
の
土
地

を
賃
貸
借
す
る
場
合
の
契
約
書

は
、「
土
地
の
賃
借
権
の
設
定
に

関
す
る
契
約
書
」
に
該
当
し
、
印

紙
税
が
か
か
り
ま
す
。

②
　
車
庫
を
賃
貸
借
す
る
場
合
や
、

駐
車
場
の
一
定
の
場
所
に
駐
車
す

る
こ
と
の
契
約
の
場
合
は
、
車
庫

ま
た
は
駐
車
場
と
い
う
施
設
の
賃

貸
借
契
約
書
と
な
る
た
め
、
印
紙

税
は
か
か
り
ま
せ
ん
。

③
　
車
の
寄
託
（
保
管
）
契
約
の
場

合
の
契
約
書
は
、
車
と
い
う
物
品

を
預
か
る
寄
託
契
約
書
で
す
か

ら
、
印
紙
税
は
か
か
り
ま
せ
ん
。

　土地や建物などの不動産等の貸付けによ
る所得を不動産所得といいます。この不動
産所得はその不動産等の貸付けが事業と称
するに至る程度の規模（事業的規模）で行
われているかどうかによって、所得金額の
計算上の取扱いが異なります。
　相違点のうち主なものは次のとおりです。
⑴　事業的規模の場合は、不動産の取壊し、
除却などの資産損失の全額を必要経費に
算入しますが、それ以外の場合は、その
年分の資産損失を差し引く前の不動産所
得の金額を限度として必要経費に算入さ
れます。

⑵　賃貸料等の回収不能による貸倒損失に
ついては、事業的規模の場合は、回収不
能となった年分の必要経費に算入します
が、それ以外の場合は、収入に計上した
年分までさかのぼって、その回収不能に

対応する所得がなかったものとして、所
得金額の計算をやり直します。
⑶　青色申告の事業専従者給与又は白色申
告の事業専従者控除については、事業的
規模の場合は適用がありますが、それ以
外の場合には適用がありません。
⑷　青色申告特別控除については、事業的
規模の場合は一定の要件の下最高65万
円が控除できますが、それ以外の場合に
は最高10万円の控除となります。
　事業的規模かどうかは、社会通念上事業
と称するに至る程度の規模で行われている
かどうかによって、実質的に判断します。
ただし、建物の貸付けについては、次のい
ずれかの基準に当てはまれば、原則として
事業として行われているものとして取り扱
われます。
⑴　貸間、アパート等については、貸与す
ることのできる独立した室数が概ね10
室以上であること。
⑵　独立家屋の貸付けについては、概ね5
棟以上であること。

親の土地に子が家を建てたとき
駐
車
場
を
借
り
た
と
き
の
契
約
書
と
印
紙
税

事業として行われている不動
産の貸付けとそれ以外の区分


